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■八代市学校施設等整備保全計画の一部改定にあたって 

 

 本計画は、令和元（２０１９）年度の策定から令和６（２０２４）年度で５年が経過します。 

その間、国は「バリアフリー法」改正を行い、文部科学省では「学校施設バリアフリー化推進

指針」を改定、本市においては本計画の上位計画である「八代市公共施設等総合管理計画」の一

部改定と「八代市公共施設個別施設計画」の策定を行いました。加えて、令和４年に「八代市ゼ

ロカーボンシティ宣言」を表明し、「ゼロカーボンやつしろ推進計画」を策定しました。 

また、文部科学省より、令和 4（２０２２）年３月に「学校施設等の整備・管理に係る部局横

断的な実行計画の解説書」が公表され、長寿命化とあわせて学校規模の適正化・適正配置、他の

公共施設との複合化・共用化、管理運営面の改善等を含めた検討など、部局横断的な検討体制を

構築し、教育環境の向上とコスト最適化を実現することが重要であることが示され、さらなる計

画的・効率的な施設整備の実現に向け、令和 5（２０２３）年 3 月に「学校施設の長寿命化計画

の見直しに向けたコスト試算等に係る解説書」とその「試算ソフト（改定版）」の提供がありまし

た。 

一方で、本市の学校施設整備は、普通教室等へのエアコン設置や GIGA スクール構想タブレッ

ト端末導入による校内ネットワーク整備、トイレ洋式化などが進められ、取り巻く環境に変化が

生じてきています。 

さらに令和２年７月豪雨では、坂本地域を中心に土砂崩れや球磨川流域の氾濫が発生し、多く

の公共施設が大きな被害を受けました。学校施設への直接的被害は無かったものの、防災機能強

化への取組みや整備が必要であることを改めて再認識したところです。 

このようなことを踏まえ、加筆・修正を行いました。 

 

主な改定箇所は、次のとおりです。 

 

・【全体】上位計画「八代市公共施設等総合管理計画」の改定等に伴う更新 

・【全体】施設情報、各統計情報等の更新 

・【ｐ11】防災機能強化関連の追記 

・【ｐ14、20、23】バリアフリー化関連の追記  

・【ｐ24】ゼロカーボン推進関連の追記 

・【ｐ22】計画的整備手法における本市学校施設等の整備時期イメージの更新 

・【ｐ24～26】試算ソフト（R5 改定版）による検証の追加 

  

令和７年３月 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

  目  次                                    

 

 

 

八代市学校施設等整備保全計画（本編） 
 

 

第１章 はじめに ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 
１ 背景 

２ 目的 

３ 位置付け 

４ 対象期間 

５ 対象施設 

 

 

第２章 学校施設の実態 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 
１ 施設 

２ 人口 

３ 財政 

 

 

第３章 基本的な考え方 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 
 １ 学校施設等の目指すべき姿 

 ２ 長寿命化と計画的整備の考え方 

 

 

第４章 学校施設等を維持し続けるための手法 ・・・・・・・・・・・・・・２７ 
１ 学校施設等を維持し続けるための目標設定 

２ 「保有資産量の縮充」を踏まえた取組み 

３ 検証に基づいた実施計画の策定にあたっての留意事項 

 

 

第５章 今後の取組みと計画の見直し ・・・・・・・・・・・・・・・・・・３１ 
１ 継続的運用に向けて 

２ 今までの取組みと今後の取組み 

３ 計画の見直し（フォローアップ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

  目  次                                 

 

 

 

八代市学校施設等整備保全計画（資料編） 
 

 

資料１      学校施設等一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

資料２      小中学校施設のトイレ洋便器率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 

資料３      学校施設の運営状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 

資料４－１    構造躯体の健全性の把握 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 

資料４－２  躯体以外の劣化状況の評価基準 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 

資料４－３  躯体以外の劣化状況の評価基準（屋根・屋上）・・・・・・・・・・・・・・５ 

 

資料４－４  躯体以外の劣化状況の評価基準（外壁）・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

 

資料４－５  躯体以外の劣化状況の評価基準（内部仕上、電気設備、機械設備） ・・・・７ 

 

資料５    改修等の整備水準 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

 

資料６    関連する計画等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

八代市学校施設等整備保全計画（本編） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１章 はじめに 

-1- 

 

第１章 はじめに                                   

 

１ 背景 

平成２４（２０１２）年に発生した中央自動車道の笹子トンネル天井落下事故により、

産業や生活の基盤であるインフラの老朽化が問題となり、学校や病院など生活に必要な社

会資本である国、地方公共団体の公共施設の維持管理・更新の必要性が全国的な課題とな

っています。 

国は、インフラに関する維持管理の方向性を示す『インフラ長寿命化基本計画』（以下「イ

ンフラ基本計画」という。）を平成２５（２０１３）年に策定しました。 

このインフラ基本計画を踏まえ文部科学省は、『文部科学省インフラ長寿命化計画』（以

下「文科省長寿命化計画」という。）を平成２７（２０１５）年に策定し、また、各教育委

員会に対し、令和２（２０２０）年度までに公立学校施設に係る個別施設計画の策定及び

学校施設の改修などについて計画的に着実に取組むよう求めています。 

本市においても、インフラ基本計画を踏まえた市有施設に関する『八代市公共施設等総

合管理計画』※１（以下「市総合管理計画」という。）を平成２９（２０１７）年に策定し、

令和４年（２０２２）年３月に改訂したところです。さらに市総合管理計画を推進するた

め、公共施設（学校教育系施設、子育て支援施設等を除く。）ごとの具体的な対応方針を示

した『八代市公共施設個別施設計画』※１（以下「市個別施設計画」という。）を同年同月に

策定しています。 

 

本市の学校施設は、市有施設の約４割を占め、そのうち、高度経済成長や第２次ベビー

ブームなどの児童生徒数の増加に合わせて集中整備された築３０年以上経過しているもの

が約７割を占めています。さらに１０年後には８割を超えることが予測されています。ま

た、近年の学校施設の整備は、八代市立学校施設耐震化計画に基づく校舎・体育館の改築

や耐震改修、体育館の非構造部材※２の耐震対策を優先的に実施してきたことから、老朽化・

長寿命化対策が遅れている状況です。 

 

一方、人口減少や少子高齢化が進行中の本市は、税収の減少と扶助費※３の増加に伴い財 

政状況が今後ますます厳しくなることが予想されています。 

 

 

 
※１ 八代市公共施設等総合管理計画、八代市公共施設個別施設計画：資料編 P.9 資料６参照。 

※２ 非構造部材：建物を構成する部材のうち、柱や梁、床などの建物を支える構造体以外の部材のこと。 

外壁や天井材、建具、ガラスなどの内外装材や照明器具などの設備機器がこれにあたる。 

※３ 扶助費：生活に困っている人や子育てをしている世帯、障がい者、高齢者などの生活を支援するための 

経費のこと。生活保護費、児童手当など。 
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２ 目的 

今後、集中整備された多くの施設が一斉に老朽化し更新時期を迎えることが予測され、

従来どおりの学校施設の改築、大規模改造などの整備手法や維持管理方法では、多くの予

算が必要となり、対応が困難になることが容易に想定できます。限られた予算の下で増加

する膨大な老朽施設を再生するためには、施設の劣化状況や学校施設を取り巻く環境を総

合的に把握し、効率的かつ効果的な施設整備を計画的に行っていくことが重要となります。 

『八代市学校施設等整備保全計画』（以下「本計画」という。）は、安全・安心で快適な

教育環境を確保するために、中長期的な維持管理・更新などに係るトータルコストを把握

し、そのコストの縮減と学校施設に求められる機能・性能を確保するため、施設を計画的

に整備していくことを目的として策定します。 

 

３ 位置付け 

本計画は、国のインフラ基本計画を踏まえた文科省長寿命化計画及び市総合管理計画の

個別施設計画として位置づけます。 

 

 

 

 

 

 

【図 1-1】八代市学校施設等整備保全計画の位置付け 

 

 

・八代市教育大綱 

・八代市教育振興基本計画 

・八代市立幼稚園再編基本計画 

・八代市学校給食施設基本計画 

・八代市立学校再編等基本計画（仮称） 

 

八代市学校施設等整備保全計画 
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４ 計画期間 

本市の市総合管理計画が２０１７（平成２９）年度から２０５６年度までの４０年間を

計画期間と定めていることから、本計画の計画期間は、２０１９（令和元）年度から２０

５６年度までの３８年間とします。 

概ね１０年ごとの 

２０１９～２０２６年度（ ８年間）を「第１期」 

２０２７～２０３６年度（１０年間）を「第２期」 

２０３７～２０４６年度（１０年間）を「第３期」 

２０４７～２０５６年度（１０年間）を「第４期」 

とします。 

 

５ 対象施設 

本計画の対象施設※１は、八代市立の小学校、中学校、特別支援学校、幼稚園及び学校内

の単独調理場、学校給食センター（以下「学校施設等」という。）とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 対象施設：資料編 P.1 資料１「学校施設等一覧」参照。 
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第２章 学校施設等の実態                                   

 

１ 施設 

（１）学校施設等の配置状況 

本市には、小学校２４校（うち分校１校及び単独調理場６箇所を含む）、中学校１５

校（うち単独調理場２箇所を含む）、特別支援学校１校、幼稚園６園の合計４６校の学

校施設と学校給食センター６箇所があります（令和５年４月１日現在）。 

市の西側平野部に多く配置されており、東側山間部は学校施設等の統廃合が進んだこ

とにより、平野部に比べ少ない状況になっています。 

 

 

 

【図2-1】学校施設等の配置状況 

幼稚園 

 
千丁幼稚園 

太田郷幼稚園 

代陽幼稚園 

麦島幼稚園 

植柳幼稚園 

松高幼稚園 
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（２）学校施設等の築年別整備状況 

現在の学校施設等は、第２次ベビーブームなどの児童生徒数の増加に合わせて昭和４

０年代から５０年代に集中的に建設されており、今後、一斉に更新時期を迎えることに

なります。 

令和５（２０２３）年現在において、学校施設等の７０％（延床面積：１４．６万㎡）

が築３０年以上経過しており、今後、さらに１０年間で８２％（延床面積：１７．２万

㎡）となり、急激に老朽化が進行する見込みとなっています。 

 

（３）現在の学校施設等の状況  

 （ア）校舎・園舎 

校舎・園舎の一部は、大規模改造、耐震改修などによりリニューアルしていますが、

ほとんどの普通教室、特別教室や職員室などは建設当時のままとなっており、老朽化

しています。経年劣化による不具合や古い設備機器の更新など、学校から数多くの修

繕や改修の要望が寄せられています。 

 
※ 旧耐震基準、新耐震基準：建物が地震の揺れなどに耐えることができる構造基準。建築基準法の現行基準が昭和

５６（１９８１）年に導入されたことにより、同５月３１日までの基準が旧耐震基準、同６月１日以降が新耐震

基準と呼ばれる。新耐震基準は震度６強～７程度の揺れに対して倒壊しないように設定されている。 

 

【図2-2】学校施設等の保有量（築年別整備状況） 
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（イ）体育館・遊戯室 

体育館・遊戯室は子どもたちの教育活動の場であり、また、地域の社会体育活動の

場でもあります。さらに災害時における避難所としての機能が求められています。 

経年劣化による天井や壁からの雨漏り、建具の不具合、床板のささくれが見受けら

れます。また、避難所としてスロープ設置やトイレの洋式化・バリアフリー化が必要

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （ウ）運動場・学校敷地 

運動場は、水はけが悪く、雨が降った翌日以降にも水たまりが解消できず、授業な

どに支障がでています。土の補充による応急措置を行っていますが、補充した土が学

校の敷地外の道路側溝や河川に流れ出して周辺環境に悪影響を及ぼしています。 

また、学校敷地内の樹木については、数も多く、繁茂・高木化した樹木の落ち葉な

どによる近隣からの苦情や老木化した樹木の倒木、枝の落下の恐れが生じていること

から適切な管理を行っていく必要があります。 

   

 

 

 

 

 

  

  

【写真2-３】体育館壁からの雨漏りの状況 【写真2-４】体育館床板のささくれ 

【写真2-5】雨水の流れた跡の残ったグラウンド 【写真2-６】ナイター照明に支障を及ぼす高木 

  

【写真2-１】梁のクロスが剥れてしまった教室 【写真2-２】老朽化が進んだ職員室の天井 
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 （エ）プール 

プールは、築４０年以上経過したコンクリート製プールが６０％を占めており、プ

ール槽やプールサイドの劣化が進んでいます。コンクリート製プール以外でも、プー

ル槽の漏水、ろ過機などの機器の不具合が生じています。しかし、プールの使用期間

が年間約２ヶ月の極めて短期間であることから、部分的・応急的な補修にとどまって

います。令和５年度から令和６年度まで、今後のプールのあり方を検討するため、近

隣校プールや市有プール、民間プール等を活用したモデル事業を実施し、学校プール

施設の集約化・共有化の可能性を検証した結果、様々な効果と実現性の確認ができま

した。今後は、各学校の実情に応じて費用対効果を踏まえた効率的・効果的な水泳授

業の方策を検討していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

（オ）単独調理場 

単独調理場の中には、新耐震基準に適合していない施設があり、早急な対策が必要

です。 

作業区域の区分、ドライシステム※１化及び検収室※２の設置など国が定めた「学校給

食衛生管理基準」への適合については、空調設備の整備や作業区域の区分など大規模

な改造が必要ですが、既存の施設では構造と面積の不足から改修も困難な状況にあり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【写真2-７】塗装の剥がれたプール槽 【写真2-８】劣化の進んだプールサイド 

  

※１ ドライシステム：床に水が落ちない構造の施設・機械・器具を使用し、床が乾いた状態で調理や洗浄作業

を行う方式。高温多湿による細菌やカビの繁殖を抑え、床からの跳ね水による食品への二次汚染を防ぐ。 

 

※２ 検収室：納入された食品の点検や専用容器に移し替える作業を行う部屋。食品に付着している泥やほこり

などの異物や有害微生物を調理室内に持ち込まないためのもの。 

【写真2-９】新耐震基準に適合していない施設 【写真2-1０】塗装の剥がれた床 
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（カ）学校給食センター 

 学校給食センターは老朽化に伴う屋根、壁や床の劣化により雨漏りなどがあり、ド

アやシャッターの不具合も発生しています。 

   ６施設中４施設では施設全体の空調設備がないことで高温多湿の作業環境となり、

調理員の体調管理や衛生上の問題があります。単独調理場と同様に学校給食衛生管理

基準で求められている仕様に適合しておらず、既存の施設では構造と面積の不足から

改修は困難となっています。 

単独調理場と学校給食センターは、令和４年度に策定した『八代市学校給食施設基 

本計画』※1 に基づき、令和１３年度までに新たな学校給食センターを２施設整備し、

既存施設の再編統合を行う予定です。 

 

   

 

 

 

 

 

（４）部位別の老朽化状況 

（ア）屋上・屋根 

屋上・屋根は、経年劣化したものが多く、雨漏りが発生しています。順次、補修や

改修を行っていますが、対応が追いついていない状況です。雨漏りが発生すると天井

材の落下の危険性やカビの発生などによる健康被害が懸念されます。 

また、樋周りに泥や落葉などが堆積している状況が見受けられ、雨水排水管のつま

りや植物の繁茂などが起こり、雨漏りの原因になっていることから、定期的な清掃が

必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※１ 八代市学校給食施設基本計画：資料編 P.9 資料６参照。 

【写真2-1１】施設内の雨漏りあと 【写真2-1２】錆の発生したシャッター 

 

【写真 2-1３】劣化した体育館の屋根 【写真2-1４】植物の繁茂した屋根 
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 （イ）外部 

外壁は、劣化が進むとモルタルや外装板などの仕上げ材落下の危険性があります。

特に庇の軒裏の劣化が著しく鉄筋の腐食によるコンクリートの爆裂※1が見られます。

また、窓周りのシーリング材※２が劣化し、室内への漏水を生じさせています。 

様々な補修は部分的に行われていますが、全面的な改修を行うまでには至っていま

せん。さらに、平成２８（２０１６）年の熊本地震により多数の学校で外壁やテラス

にひび割れが発生し、補修を行いましたが、小さなひび割れが残っているところがあ

ります。 

令和２年度から外壁調査点検※３を年次計画に基づき順次実施しており、その結果

に基づく計画的な改修が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 （ウ）内部 

室内も経年劣化したものが多く、天井からの雨漏り、建具の不具合、カバン棚や掃

除道具入れなどの木部にささくれが生じています。床は P タイル※４から杉・桧板へ

の貼替など木質化が図られていますが、一部の学校ではそのままの状態です。また、

貼替済みの学校においても、劣化による床板補修の要望が学校から多く寄せられてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【写真2-１５】庇の軒裏に発生した爆裂 【写真2-1６】ひび割れの発生した外壁 

  

【写真2-1７】教室の雨漏りあと 【写真2-１８】教室床板の劣化 

※１ 爆裂：鉄筋コンクリート内部の鉄筋が雨水侵入による錆で腐食膨張し、表面のコンクリートを押し出

し剥落させる現象のこと。 

※２ シーリング材：建物外部のサッシ取付部、外壁の継ぎ目などから空気や水が入らないよう隙間に充填

する材料のこと。シリコーンなどのパテ状で不定形のものやゴムなどのひも状のものなどがある。  

※３ 外壁調査点検：建築基準法第１２条に基づく点検。外装仕上げ材等の落下により児童等に危害を加え

るおそれがあるため、テストハンマー等を用いて打診点検し劣化及び損傷の状況を調査するもの。 

※４ Ｐタイル：３０cm 角の薄い板材の塩化ビニル系床材。硬質で耐久性、耐水性、耐摩耗性に優れ、オ

フィス・店舗・公共施設などで多く使用されている。 
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（エ）トイレ 

トイレは、建設当時からそのままの状態のものが多く、配管の詰まりやタイル目地

への汚れの染み込みによる悪臭の発生、トイレブースの破損、壁タイルの割れなど老

朽化が著しい状況です。また、職員用のトイレが不足しています。さらに、家庭や他

の公共施設ではトイレの洋式化が進んでいますが、本市の小中学校の洋便器率※１は

全国平均を下回っています。学校などからトイレ改修の要望が多く寄せられています。 

令和元年度から便器の洋式化と内装改修などのトイレ改修に着手し、令和５年度か

ら重点的に整備をすすめ、令和７年度の完了を目指しています。 

 

 

 （オ）電気設備（照明器具、受変電設備※２ など） 

照明器具は、多くの学校施設等で器具が耐用年数を超えており、劣化が顕著な状況

です。省エネ効果が高いとされる照明器具のＬＥＤ化も進んでいませんが、ＬＥＤ化

を行うことにより、消費電力の削減及び器具の長寿命化が図られ、維持管理費の大幅

な削減にもつながることから、計画的に整備する必要があります。一方で、蛍光ラン

プについても、令和５年「水銀に関する水俣条約第５回締約国会議」において、製

造・輸出入を２０２７年までに段階的に廃止することが決定されたことから、在庫切

れにより修繕が困難となる前に早急な対応が必要となります。 

受変電設備は、施設全体への電気を供給する重要な設備で、劣化が進むと停電につ

ながります。令和元年度の教室エアコン整備により更新が進んだものの、メーカーの

更新推奨時期を超えているものが複数あり、計画的な設備更新が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【写真2-2１】LED化されていない照明器具 【写真2-2２】老朽化した受変電設備 

【写真2-１９】便器の洋式化（改修前後） 【写真2-2０】内装改修（改修前後） 

※１ 洋便器率：小中学校内の便器に占める洋便器の割合。資料編 P.2 資料２参照。 

※２ 受変電設備：変電所から送電された６,６００ボルトの電気を、学校施設等で利用できる１００ボル

トや２００ボルトに降圧するための設備。箱体であることからキュービクルと呼ばれる。 

 



第２章 学校施設等の実態 

 

-11- 

 （カ）機械設備（給排水管、受水槽など） 

給排水管は、飲料水の供給やトイレなどの排水を行う重要な役割を担っています。

ただ、多くの学校施設等では建設当時のまま改修されておらず、劣化による漏水や配

管詰まりが発生しています。計画的な大規模改造が必要です。 

受水槽も校舎建設当時のままの状態のものが多く、老朽化により劣化が進んでいま

す。コンクリート製受水槽から耐震性や衛生面に優れたステンレス製受水槽への計画

的な改修が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 （キ）エレベーター 

エレベーターは、現在１０校に設置されておりますが、現行の建築基準法の基準を

満たしていないものがあり改修が望まれます。また、設置されている学校が少なく、

学校・保護者などから設置の要望が寄せられており利用者の特性等に応じた整備や校

舎の新増改築、長寿命化改修、大規模改造時に整備を行っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 （ク）エアコン 

エアコンは、令和元年度に小中学校の普通教室及び幼稚園の保育室を中心に整備し

ました。今後は、特別教室等への設置や既設のエアコンの更新を計画的に行っていく

必要があります。 

また、令和５年度から７年度の３年間で災害時の避難所機能の強化という防災の観

点から、避難所として指定されている各校区の体育館へのエアコン整備が進められて

います。 

 

  

  

【写真2-2３】破損した給排水管 【写真2-2４】老朽化した受水槽 

【写真2-2５】学校に設置されたエレベーター 【写真2-2６】改修にあわせて既存校舎に 

増築されたエレベーター棟 
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 （ケ）実験台、調理台、遊具など 

実験台、調理台、カーテン、遊具などは施設の建設に合わせて設置されたままのも

のが多く、老朽化が進んでいます。しかし、設置時期が集中しており、更新時期が重

なっていること、また、設備単価が高額であるため、計画的に対応していく必要があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（コ）給食調理設備 

給食調理設備は老朽化に伴う故障による修理費の増加や部品製造終了のため、修繕

が困難になっています。特にボイラーや受変電設備など、故障すると給食の提供に大

きな影響がでる設備も多数あることから、給食施設の再編統合を行うまでの間は、機

能維持のための整備や補修が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

（５）学校施設に求められている社会的ニーズ 

文部科学省の施設整備基本方針に学校施設は、①児童生徒などの学習・生活の場、②

  

 

  

【写真2-2７】エアコン設置済の教室 【写真2-２８】エアコン設置済の体育館 

    

【写真 2-２９】建設時に設置されたままの実験台 【写真2-３０】錆が発生した遊具 

【写真2-3１】老朽化した給食調理設備 【写真2-3２】老朽化した給食調理設備 
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生涯にわたる学習、文化、スポーツなどの活動の場、③災害発生時の地域の避難所の役

割を果たす多機能かつ重要な施設であると示されています。 

 （ア）児童生徒などの学習・生活の場 

近年、小中一貫教育、教科・領域を超えた活動、ICT※１の活用など、子どもたちを

取り巻く環境は、大きく変化しています。多様に変化する教育的ニーズへの対応が求

められています。 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）生涯にわたる学習、文化、スポーツなどの活動の場 

学校 は、地域の最も身近な公共施設であり、地域のイベントが開催されるなど地域 

の核となっています。また、夜間や休日には運動場や体育館が開放され、スポーツ施

設としての役割も担っています。 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）災害発生時の地域の避難所の役割 

平成２８（２０１６）年の熊本地震では、多くの学校が地域の避難所として利用さ

れました。学校施設の耐震対策と体育館などの吊り天井※２やスピーカー、バスケット

ゴールなどの落下防止対策は完了しています。 

令和２年（２０２０）の７月豪雨では、坂本地区で甚大な被害が発生し、八竜小と

坂本中には多くの住民の方が一時的に避難されました。また、グラウンドには、災害

現場での携帯電話不通エリアの解消のための車載型基地局が設置されました。 

 

 

 

  

 

【写真2-3３】ICTを活用した授業 

 

 

【写真2-3４】ICTを活用した授業 

【写真2-3５】地域のスポーツイベント 【写真2-3６】地域の文化イベント 

※１ ＩＣＴ：Information and Communication Technology（情報通信技術）の略。IT とほぼ同じ意味である

が、コンピューター関係の技術を IT、コンピューター技術の活用面に着目する場合を ICT と区別して用

いることが多い。 

※２ 吊り天井：建物の構造体などから、吊り木や吊り金物などを用いて吊り下げされた天井のこと。地震時

の揺れに追従することができず、強度的に耐えられない場合は脱落するおそれがある。 
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本市を縦断する日奈久断層帯を震源とする大地震や台風などの豪雨による大規模災

害の発生が懸念されるため、防災担当部局と連携しながら八代市地域防災計画や八代

市復旧・復興プランに基づき、地域の防災拠点や避難所として防災機能を強化・充実

していくことが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

（６）学校施設のバリアフリー化 

文部科学省の『学校施設バリアフリー化推進指針』には、 

①障がいのある児童生徒等が安全かつ円滑に学校生活を送ることができるように配慮 

②学校施設のバリアフリー化等の教育的な意義に配慮 

③運営面でのサポート体制等との連携を考慮 

④地域住民の学校教育への参加と生涯学習の場としての利用を考慮 

⑤災害時の避難所となることを考慮 

の５つの視点でバリアフリー化を目指すことと、既存学校施設のバリアフリー化を積極

的に推進することが重要であるという基本的な考え方が示されています。 

本市の学校施設におけるバリアフリー化は、車椅子使用者用トイレの設置や部分的な

スロープ等による段差解消は進んでいるものの、各棟間の段差解消やエレベーター整備

については、十分にできていない状況です。 

前述の基本的な考え方を踏まえ、障がいのある児童生徒等が安全かつ円滑に学校施設

を利用するために障壁を取り除くこと、個々の障がいの状態や特性等に応じた適切な整

備を行っていく必要があります。 

 

２ 人口 

（１）人口構造・推移 

全国の人口は、平成２３（２０１１）年に減少に転じ、「本格的な人口減少社会の到

来」が確認されました。 

  

 

【写真2-3７】熊本地震時の避難所 【写真2-３８】熊本地震時の避難所 
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本市で策定し『第２期八代市人口ビジョン』の推計では人口減少がそのまま進行し、

２０６０年には２０２０年国勢調査結果である１２万３，０６７人から２４％程度減少

し、９万３，１００人になるとしています。一方、年齢区分ごとにみると、老年人口率

が増加し続け、平成７（１９９５）年以降は、老年人口率が年少人口率を上回っており、

２０３０年には老年人口率が年少人口率の２．６倍程度まで増加し、高齢化が進行する

ものと推計されています。 

 

 

（２）子どもの数の変遷 

（ア)児童・生徒数 

本市では、小中学校の児童生徒数がピークだった昭和５７（１９８２）年は児童生

徒数が２万１，１５７人でしたが、令和５（２０２３）年は９，０２１人に減少（約

５７％減）しています。今後は、令和６（２０２４）年度の小学校入学者数が９３５

人に対し、５年後は６９９人に減少（約２５％減）、１０年後は６３４人に減少（３

２％減）すると見込まれており、段階的に減少することが予想されています。 

 

 

 

【図2-３】年齢区分別将来人口  
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（イ）学校数と学級数 

学校数は、小学校で統廃合が進められ、昭和５７（１９８２）年に５２校（分校を

含む）あった学校数は、令和２（２０２０）年度には２４校に減少（約５４%減）し

ています。統合が行われていない小学校の中に、複式学級を有する小学校が６校ある

ことから、関係中学校も含め、今後新たな再編を検討する必要があります。 

小・中学校の学級数については、通常学級はピーク時の６１５学級から３１６学級

へ減少（約４９％減）しているものの、特別支援学級は３７学級から１２４学級に増

加（３３５％増）しており、全学級数でみるとピーク時の６５２学級から４４０学級

へ減少（約３３％減）しています。 

今後、通常学級数は減少傾向にあるものの、特別支援学級は増加傾向にあり、全学

級数としては、ほぼ横ばいになることが予想されます。 

【図 2-4】本市の児童生徒数の推移  

【図 2-５】本市の学級数の推移 



第２章 学校施設等の実態 

 

-17- 

（ウ）望ましい学校規模の状況 

学校教育法で、「小中学校の学級数は１２学級以上１８学級以下を標準とする。」※１

とされています。本市では平成２３年に「八代市立学校規模適正化基本方針」※２を定

め、その中で望ましい小・中学校規模を「１２学級～２４学級」としています。望ま

しい規模の小学校は３４％で、１１学級以下の小学校が６６％を占めています。また、

望ましい規模の中学校は７％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 財政 

（１）本市の財政状況 

令和６（２０２４）年度における本市の一般会計当初予算は約６６７億円で、そのう

ち扶助費などの義務的経費※３が４９％を占めています。 

また、１４％を占める投資的経費※４のうち、学校施設等の整備費に使用できる予算は、

１１．６億円で１２．２％程度となっています。今後、少子高齢化などから税収の減少

や義務的経費の増加が予測されています。学校施設等に使用できる財源確保については、

非常に厳しいものになると考えられています。 

 

【図2-６】本市の学校規模の推移 

【中学校】  

※１ 同法施行規則第 41 条による。 

※２ 八代市立学校規模適正化基本方針：資料編 P.9 資料６参照 

※３ 義務的経費：職員の人件費、生活保護費や児童手当などの社会保障費や市債の償還金などにあてられる

経費。支出することが制度的に義務付けられており内容の見直しが柔軟にできないため削減する事が難

しい。 

※４ 投資的経費：道路、橋、学校、公営住宅などを建設するための社会資本整備に要する経費。市の裁量で

どの程度資金を投入するか決定する事ができる。 

 

【小学校】  
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（２）近年の学校施設等関連経費 

学校施設等関連経費については令和元年～令和５年度の５年間は予算額ベースで約９．

２億～１４．０億円となっており、５年間の平均は１１．０億円でした。令和４年度は

トイレ改修工事を予算化したため、他の年度よりも経費が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 令和５年度の状況については資料編 P.2 資料３「学校施設の運営状況」参照。  

 

※１ 

【図2-７】本市の財政状況 

 

※補正予算を含む 

【図2-８】本市の学校施設等関連経費の推移 
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（３）今後の維持・更新コストの検証（従来型） 

これまでは、古い木造校舎から鉄筋コンクリート造などへ建替えを行い、その後、築

２０年から３０年を目途に大規模な改造を行ってきました。また、近年では耐震性が低

い校舎などの改築や耐震改修を行っています。 

   従来型の建替え中心の施設整備手法での今後４０年間の維持・更新にかかるコストの

検証を行いました。その結果、４０年間の総額は１，４５６億円となり、年平均で３６．

４億円かかることがわかりました。これは直近５年間の施設関連経費の年平均額の約３．

３倍が必要となります。さらに今後１０年の間に建替えが集中するため、約５．９～７．

7 倍（年平均約６５億～８５億）の整備費が必要となり、従来型の整備を継続していく

ことは、大変難しい状況です。 

   従来型の整備手法を見直し、経費の抑制と平準化に取り組む必要があります。 

 

 

【図2-９】従来型の施設整備手法を続けた場合の今後の維持・更新コスト 
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第３章 基本的な考え方                                   

 

１ 学校施設等の目指すべき姿 

『第二次八代市総合計画』※１や『第３期八代市教育振興基本計画』※２では、学校施設

等の施策について「教育環境の整備・充実」や「学びを支える教育環境の整備」、「安全・

安心な学校づくりの推進」が掲げられています。教育効果を高めるための ICT 環境の整備

や子どもたちが安全・安心及び快適な環境で学び、生活できるようにするための整備を推

進していくことを目標としています。 

また、平成２８（２０１６）年熊本地震や令和２（２０２０）年７月豪雨の経験から、

学校施設等は地域の避難所や防災拠点として大変重要な役割を担うことから、市防災部局

と連携を図り、更なる防災機能の強化・充実を推進していくことが必要です。 

さらに近年では、障がいの有無や性別、国籍の違い等に関わらず、共に育つことを基本

理念として、物理的・心理的なバリアフリー化を進め、インクルーシブ※３な社会環境を整

備していくことが求められており、学校においても、障がい等の有無に関わらず、誰もが

支障なく学校生活を送ることができるよう環境を整備していくことが必要です。 

しかしながら、第２章の学校施設の実態から、学校施設等は老朽化への対策や社会的ニ

ーズへの対応を早急に求められていますが、人口構造・推移や財政状況を考えると、今ま

での建替え中心の整備手法では学校施設等の整備に使用できる予算の確保は、非常に厳し

いものになることが明らかとなりました。その結果、今後、ますます老朽化対策やニーズ

対応が遅れることとなり、児童生徒などの安全を守り、安心で機能的かつ豊かな教育環境

の確保や地域住民の安全と安心の確保が難しくなります。 

そのため、よりよい学校施設等を整備し、今後も維持し続けて行くためには、教育委員

会だけでなく市の他部署や、学校、保護者、地域など様々な立場の人たちが、意見や知恵

を出し合い、協力して施設整備に取り組んでいく必要があります。 

 

このようなことから、本計画における本市の学校施設の目指すべき姿（スローガン）は

以下のとおりとします。 

 

 

 

 

 

※１ 八代市総合計画：資料編 P.9 資料６参照。 

※２ 八代市教育振興基本計画：資料編 P.9  資料６参照。 

※３ インクルーシブ：「包括的な」、「すべてを包み込む」という意味。ここでは「さまざまな背景を持つ 

あらゆる人が排除されないこと」と解する。 

みんなで取組む 

安全・安心・快適で持続可能な学校施設 
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２ 長寿命化と計画的整備の考え方 

（１）基本的な整備サイクル 

築４０年程度で建替えていた従来型の整備手法から、市総合管理計画を踏まえ、概ね

２０年ごとに、大規模改造や長寿命化改修を行い学校施設等の長寿命化を図り、原則、

鉄筋コンクリート造等の校舎等は築８０年（旧耐震基準のものは築７０年）、木造等の校

舎等は築５０年まで現在の校舎等を使用することとします。 

ただし、計画の詳細検討においては、ライフサイクルコストを算出するとともに、「構

造躯体の耐力度調査」※１を実施した上で経済性や教育機能上等の観点等から総合的に判

断し、整備方針を確定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 3-1】長寿命化のイメージ 

※１ 構造躯体の耐力度調査：資料編 P3. 資料４－１参照。  
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  また、学校施設等をできる限り長く使用し、長寿命化するためには、適切な維持管理

を行っていくことが重要です。そのためには、「事後保全※１」から「予防保全※２」へ転

換し、損傷が軽微である早期の段階から予防的な修繕を実施しなければなりません。 

 

（２）計画的整備手法 

（１）の基本的な整備サイクルを踏まえ、築年数や劣化状況※３に応じた予防保全、大

規模改造、長寿命化改修を計画的に行い機能回復と機能向上を図り施設の長寿命化につ

なげ、その後、改築を順次、適切な時期に行う計画的整備を実施していきます。 

ただし、本市における学校施設等は、長寿命化改修や大規模改造の予定時期を既に超

えているものが多く、基本的な計画的整備手法によれば、今後１０年の間に１５８棟（長

寿命化改修１１５棟、大規模改造４３棟）の改修が集中し、現状の財政状況から考える

と大変難しい状況です。また、築４０年以上の校舎等は、旧耐震基準で建築されたもの

が多く、多額の費用をかけて長寿命化改修をしても耐用年数までの期間が短いため、そ

の後の改築までの期間が短くなり、維持・更新コストの削減効果があまり期待できない

状況であることも考慮する必要があります。 

 

 

 

 

 

※１ 事後保全：機器の故障、雨漏りなど建物の機能や性能について、異常がはっきり目に見えてから修繕 

などの処置を行うこと。  

※２ 予防保全：機器や建物を計画的に点検・検査や部品交換・改修を行い、異常・欠陥などが発生する前に

対策を講じること。一般に事後保全に比べて予防保全の方が建物に係るコストを削減するこ

とができる。 

※３ 劣化状況：資料編 P.4～7 資料４－２～５参照。 

 

 

【図 3-２】基本的な計画的整備手法による本市学校施設等の整備時期イメージ 
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（３）整備水準 

（ア）学校施設 

概ね２０年ごとの大規模改造や長寿命化改修、築８０年以降の改築を実施するに当

たり、計画的に整備を行う必要があります。費用対効果を考慮し、適切な整備水準※１

を設定し、将来の社会的ニーズへの対応や学校施設の整備レベルの統一を図る必要が

あります。整備にあたっては、部位ごとに改修や更新の項目や時期の目安を設定し、

計画的に実施することで、予防保全を行います。 

 

（イ）給食施設 

学校給食衛生管理基準への適合に必要な改修は既存施設では困難であり、児童など

の減少に対応し、施設を集約する必要があります。運営形態については、市直営方式、

財団法人委託、民間委託が混在した状況にあり、合理化・効率化を図るため、施設の

再編統合を含めた建替を実施します。※２ 

建替後は、概ね２０年ごとに調理施設としての使用に耐えうる改修を実施し、可能

な限り長寿命化を図ります。調理機器及びボイラーなどの設備は、耐用年数の１５年

で更新、電気設備は概ね２０年で更新します。 

 

（ウ）バリアフリー化 

学校施設のバリアフリー化は、令和２（２０２０）年のバリアフリー法改正前から

『熊本県やさしいまちづくり条例』※３に基づき２，０００㎡以上の建物を新増築する

場合には、「建築物移動等円滑化基準」※４を満たす整備を行ってきたところです。また、

２，０００㎡未満の場合であっても同基準を参考に整備を図っています。 

引き続き、同基準を満たし、文部科学省の『学校施設バリアフリー化推進指針』に

示される計画・設計上の留意点に配慮しながら学校施設のバリアフリー化を推進しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 整備水準：資料編 P.8 資料５参照。 

※２ 八代市学校給食施設再編整備方針、八代市学校給食施設基本計画：資料編 P.9 資料６参照。 

※３ 熊本県やさしいまちづくり条例：熊本県高齢者、障害者等の自立と社会的活動への参加の促進に関する

条例（平成 7年制定）。 

※４ 建築物移動等円滑化基準：バリアフリー法第１４条に定義される基準。 
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（エ）「ゼロカーボンやつしろ」の推進 

本市において、令和４（２０２２）年２月に『八代市ゼロカーボンシティ宣言』※１を表

明し、令和５（２０２３）年１１月に『ゼロカーボンやつしろ推進計画』※１を策定したこ

とを踏まえ、２０５０年のゼロカーボンシティの実現に向けて、温室効果ガスの排出削減

に取り組みます。 

具体的には、改修時等の LED 化や高効率設備等の導入により、既存施設の省エネ化を推

進します。また、新築、増改築等を行う際には、省エネ・断熱性能を有する施設とし、「ゼ

ロカーボンやつしろ推進計画」に示される取り組み内容に配慮しながら、学校施設等の脱

炭素化を推進します。 

 

（４）今後の維持・更新コスト（コストシミュレーション）  

「学校施設の長寿命化計画の見直しに向けたコスト試算等に係る解説書」とその「試

算ソフト（R5 改訂版）」を用いて、今後４０年間の維持・更新にかかるコストの検証

を行いました。 

 

（ア） 改築型 

    はじめに、建替え型で施設整備を行った場合を試算しました。 

    この場合、今後４０年間で総額１，４４８億円、平均すると毎年３６億円の施設関

連経費が必要となり、直近１０年の実績額年平均（１７億円/年）の約２．１２倍のコ

ストとなりました。整備のピークの建物は現在、築４０～４９年を迎えており、それ

らが築６０年を迎える１０～２０年後の期間に多額の費用が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【図 3-３】今後の維持・更新コスト(改築型) 

※１ ゼロカーボンシティ宣言、ゼロカーボンやつしろ推進計画：資料編 P.9 資料６参照。 
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（イ） 長寿命化型 

    次に、長寿命化型で施設整備を行った場合を試算しました。 

    この場合、今後４０年間で総額１，５６７億円、平均すると毎年３９億円の施設関

連経費が必要となり、直近１０年の実績額年平均（１７億円/年）の約２．３倍のコス

トとなりました。直近１０年に改修コストが集中し、その後、大規模改造を行っても

２５年後には建て替えが必要となり再びコストが集中することになります。 

    改築型に比べ、今後４０年間の総額は１１９億円の増額、平均すると毎年３億円の

増額となりました。これは、前述の【図３-２】のとおり、本市における学校施設等の

多くが長寿命化改修等の予定時期を既に超えていることが要因であると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ） 改築・長寿命化併用型 

    さらに、築年が古く、劣化も進んでいる施設は長寿命化改修をするよりも建て替え

る方がコストメリットが図れる場合もあることから、改築・長寿命化併用型で施設整

備を行った場合を試算しました。 

この試算では、築４０年以上の施設を改築型、築４０年未満の施設を長寿命化型で

算出しました。 

    この場合、今後４０年間で総額１，４０５億円、平均すると毎年３５億円の施設関

連経費が必要となり、直近 10 年の実績額年平均（１７億円/年）の約２．０６倍のコ

ストとなりました。整備のピークは約１５年後、毎年６０～６５億円の施設関連経費

が必要となります。 

    改築型に比べ、今後４０年間の総額は４３億円の減額、平均すると毎年１億円の減

【図 3-４】今後の維持・更新コスト(長寿命化型) 
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額、長寿命化型に比べ、総額は１６２億円の減額、平均すると毎年４億円の減額とな

りました。これは、（イ）と同様、本市における学校施設等の多くが長寿命化改修等の

予定時期を既に超えていることが要因であると考えられます。 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

    以上の検証結果より、改築・長寿命化併用型が、改築型、長寿命化型よりもコスト縮

減効果が高いことが確認できました。 

    しかし、直近１０年の施設関連経費の実績額（１７億円/年）とは、かい離があるた

め（約２．０６倍）、さらなるコスト削減が必要となります。 

 

今後、現在と同規模・同程度の学校施設等を維持していくことは難しいといえます。 

 

 

 

 

【図 3-５】今後の維持・更新コスト(改築・長寿命化併用型) 
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第４章 学校施設等を維持し続けるための手法                                            

 

１ 学校施設等を維持し続けるための目標設定 

第３章２（４）に示したとおり長寿命化及び計画的整備や改築・長寿命化併用型の整備

に取り組んだ場合でも、現在の施設関連経費を上回り、学校施設等を維持していくことが

困難であることがわかりました。そこで市総合管理計画に「更新・維持管理費用を今後４

０年間で４０％圧縮することを目標とします。」と示されていることを踏まえ、今後、改築

型の整備を行った場合の４０年間の平均である３６億円/年の４０％圧縮した施設関連経

費２１．６億円/年を目安として更新・維持管理費の削減に取り組むことを目標とします。 

 

２ 「保有資産量※の縮充」を踏まえた取組み 

（１）「保有資産量の縮充」の考え方 

前述に示された施設関連経費２１．６億円/年の目標を達成するには、長寿命化しながら

棟数や床面積の総量を減らすことが重要であり、大胆かつ抜本的な整備手法の検討が必要

となります。そこで、学校施設等の保有資産量の『縮充』により検証を行います。 

この縮充とは、単なる学校施設等の床面積の縮小（削減）ではなく、学校施設等の面積

や費用を縮小しながらも、機能向上や施設の複合化を行うことで、社会のニーズに合わせ

教育環境を充実させていくことです。 

 

 

 

※ 保有資産量：市が保有する学校施設等の延べ床面積のこと。 
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（２）縮充手法の検討 

保有資産量の縮充に取組む手法として、次の手法を検討し、推進していくこととしま

す。 

 

（ア）改築などによる縮充 

学校施設等の長寿命化や計画的整備による大規模改造や長寿命化改修、改築を実施

する場合には、余裕教室や近接学校等の既存施設の有効活用を検討し、減築を行い不

要施設の削減を推進します。 

 

（イ）学校再編などによる縮充 

『八代市立学校規模適正化基本計画（第１次計画）』※１により平成２３（２０１１）

年度から令和２（２０２０）年度までに東陽校区、泉校区、宮地東校区、金剛校区、

八千把校区、鏡校区の小学校１０校について、規模適正化が行われました。 

今後、策定される予定の学校再編等※3 の計画に基づき、縮充を推進していきます。 

なお、市立幼稚園については、令和６年８月に『八代市立幼稚園再編基本計画』※２

が策定されたことから、令和 8 年４月より現在の６園から新たな２園へ再編する予定

となっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※１ 八代市立学校規模適正化基本計画：資料編 P.9 資料６参照。 

※２ 八代市立幼稚園再編基本計画：資料編 P.9 資料６参照。 

※３ 再編等：小学校、中学校、義務教育学校及び特別支援学校の統合、分離、廃止及び新設並びに 

通学区域の変更。 

  

【写真 4-１】規模適正化により統合が行われた 

   東陽校区内の東陽小学校 

  

【写真 4-２】小中一貫校（施設一体型）として 

  整備された泉小中学校 
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 （ウ）施設の共有化による縮充 

現在までに、日奈久小学校と日奈久中学校、八竜小学校と坂本中学校※１においては

プールの共有利用を行っています。今後も他の近接校や近接市有施設等において、施

設の共有利用※２について検討します。 

 

 （エ）給食施設の縮充 

『八代市学校給食施設基本計画』※３ に基づき、新たに２つの学校給食センターを整

備し、老朽化した単独調理場と給食センターを再編統合することで縮充を推進します。

ただし、泉第八小学校の単独調理場と東陽学校給食センターは地理的要因を勘案し、

既存調理場を存続します。 

また、新学校給食センター建設までの間、老朽化し、耐震基準を満たしていない代

陽小学校の単独調理場については、早急な対応が必要であることから、令和 6 年度末

をもって利用を中止し、既存の学校給食センターに統合します。 

    

 （オ）他の市有施設との複合化、多機能化による縮充 

より厳しくなる財源を踏まえて、部局間の垣根を超えて、複合化・多機能化による

トータルの維持管理や整備費の節減、学校管理者の施設管理の負担軽減、地域コミュ

ニティとの連携強化等、学校施設の「公の施設」化の可能性を総合的に検討し、縮充

を推進していきます。 

 

３ 検証に基づいた実施計画の策定にあたっての留意事項 

単なる保有資産量の縮減では、子どもたちのみならず、市民のみなさんの合意形成を

得ることはできません。なるべくたくさんの方が充実感を得られるよう、教育環境の充

実や地域コミュニティの活動拠点の形成など、社会のニーズに応える事で、保有資産量

を減らしながらも、施設の価値を上げていく必要があります。 

学校施設等を維持し続けるためには、保有資産量縮充の考え方に基づいて様々な検証

を行い、実施計画を策定する必要があり、実施計画の策定には、費用の問題だけではな

く、様々な視点から「縮充」について考えなくてはなりません。 

また、早期に実施計画の策定を行うのが今後の大きな課題となっています。 

 

 

 
※１ 八竜小学校と坂本中学校：両校のプール共有利用は、近隣地域の水資源確保のため共同利用を休止し、

市営プールにて授業を実施している（R6.4.1 現在）。 

※２ 施設の共有利用：令和５～６年度プールモデル事業により、昭和小と文政小が鏡市営プールの共用利用、

金剛小弥次分校が本校プール利用、有佐小が民間プール利用を行い、実現可能であることが確認できた。 

※３ 八代市学校給食施設基本計画：資料編 P.9 資料６参照。 
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第５章 今後の取組みと計画の見直し                                               

 

１ 継続的運用に向けて 

（１）情報基盤の整備と活用 

学校施設等の効率的かつ効果的な施設整備を進めていくためには、学校施設等の点検・

劣化状況評価によって現状を的確に把握し、それに基づく修繕・改修、予防保全や本計

画の見直しが重要となります。 

計画の見直しなどを行うためには、基礎資料とするための施設の状況や過去の改修・

交換履歴、事故・故障の発生状況などをデータベース化することが必要です。 

施設の状況については、現在、学校による点検、教育委員会職員による状況把握、建

築基準法に基づく点検を実施しております。また、過去の改修などについては、教育委

員会で改修履歴が蓄積されています。 

これらを集約した施設カルテ（仮称）を整備し、活用することとします。 

    

（２）推進体制の整備 

効果的に本計画を推進し、継続して運用していくためには、上記（１）で整備したデー

タベースを活用できる人材の確保が求められ、そのための組織体制が必要です。 

その組織体制を整備するためには、 

・技術職員の兼務、併任などによる市長部局と教育委員会と横断的な連携 

  ・退職した技術職員の非常勤職員への再任用 

  ・民間事業者への委託 

などを実施していく必要があります。 

また、学校施設等を教育委員会だけで管理するのではなく、保有する公共施設の建築・

設備の点検などを八代市で一括して管理する体制を構築することや市全体で横断的に検

討していくことも必要であると考えます。 

さらに、継続して運用していくためには、市民や学校の理解が必要不可欠であり、そ

のためにも情報の発信と、ニーズの把握（意見の聴取）をしていく必要があります。 

 

２ 今までの取組みと今後の取組み 

（１）今までの取組み 

平成１７（２００５）年の市町村合併時の学校施設等は、５３校（うち分校６校を含

む）、７園を保有していました。その後、学校規模適正化などに取り組むことで１4 校

１園の統廃合を行い合併時の施設面積から１万５，７５１㎡の削減が行われました。ま
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た、ファシリティマネジメント※1の観点から、小中学校でのプールの共有化や余裕教室

の放課後児童クラブへの転用、廃校施設の利活用など様々な取り組みを行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

しかし、学校施設等は市有施設の約４０％を占め、その維持管理や更新には多額の費

用を必要とします。また、少子高齢化などの影響から生産年齢層の減少による税収の減

少、扶助費の増加による財政状況の悪化などが予想されることから、大胆かつ抜本的な

様々な手法を駆使して学校施設等を維持し続けるための努力が必要です。 

第４章で目標設定し、達成するための手法として保有資産量の縮充を示しましたが、

それらを実行して行くことは容易なことではないことは明らかです。そこで、目標達成

のために次に掲げる事項についても検討し、平行して取り組んでいくこととします。 

 

（２）今後の取組み 

 （ア）事後保全から予防保全への転換、推進 

・施設カルテの作成 

   ・法定点検、自主点検の活用 

・点検マニュアルの整備 

・劣化状況の把握、評価 

・部位ごとの事後保全、予防保全のすみ分け 

・予防保全の計画的かつ確実な実施 

（イ）整備基準、整備手法の見直し 

   ・大規模改造や長寿命化改修、改築の工法の検討 

   ・民間企業などの資金、運営方法の導入 

 （ウ）保有資産の有効活用 

   ・余裕教室の有効活用 

   ・廃校施設の利活用の検討 

   ・近接校や近接市有施設等の施設の共有化 

 

 
※1 ファシリティマネジメント：市が保有する土地や建物などの資産及びその利用環境について少ないコスト

で最大の効果を出せるように総合的かつ統括的に企画、管理、活用すること。 

 

 

【写真5-1】放課後児童クラブへの転用状況 【写真5-2】廃校施設利活用状況（養殖場） 
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 （エ）施設運営の効率化 

・プールのあり方検討（施設の共有化や民間施設利用など） 

  ・包括的管理委託※1の検討 

   ・設備機器などのリース調達などの検討 

   ・施設使用料の改定 

（オ）施設の多目的活用 

・改築時における他施設の複合化、多機能化 

   ・民間施設を含めた他施設との複合化、多機能化 

 

（３）良好な教育環境の確保 

本計画を実行していくにあたり、上位計画である市総合管理計画の基本方針に基づき

施設関連経費の４０％削減を目指すものですが、本来の学校施設としての良好な教育環

境を確保していくことが損なわれてはいけません。そのためには、学校規模適正化に基

づく取組みや学校施設として必要な面積や室数の確保、安全で安心して利用できる施設

である事が必要です。特に他施設との複合化をする場合は、発生する騒音や防犯上の問

題など、クリアしていかなければならないことがあります。 

良好な教育環境の確保に向けた推進体制を強化する必要があります。 

 

 （４）計画の実行にあたって 

 本計画を実行していくにあたっては、前述の１及び２（２）、（３）を踏まえ、第１章

４で定めた期間ごとに、次の内容に従って計画を取り組んでいくこととします。 

    

 ・第１期 ①事後保全から予防保全への転換 

②大規模改造、長寿命化改修、改築の計画検討・実施 

③縮充へ向けての検討、実施 

 ・第２期 ①予防保全の実施 

②大規模改造、長寿命化改修、改築の計画検討・実施 

③縮充へ向けての検討、実施 

 ・第３期 ①予防保全の実施 

②大規模改造、長寿命化改修、改築の計画検討・実施 

③縮充へ向けての検討、実施 

・第４期 ①予防保全の実施 

②大規模改造、長寿命化改修、改築の計画検討・実施 

 
※1 包括管理委託：市が行っている縦割りの施設管理や個々の業務を複数まとめて民間業者に委託すること。

民間事業者に複数の建物を一括管理させることなどにより、事務負担の軽減や業務水準の

向上、管理業務の効率化が図られる。 
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③縮充へ向けての検討、実施 

④本計画の効果の検証及び次期計画に向けた見直し 

   

   本計画の期間が３８年と長期間であること、また、目標値が大きいため、実行してい

くにあたって、単に問題や課題を先送りしないよう注意しなければいけません。そのた

めには、出来ることから一歩ずつ進めていくことが重要です。また、特に改築を実行し

ていくには、多大な予算が必要となり、さらに、改築に伴う他施設との複合化にあって

は、教育委員会だけでなく、市の他部署や地域等との連携が重要となってくることから、

市全体で検討していかなければなりません。 

 

３ 計画の見直し（フォローアップ） 

学校施設等における状況は、日々変化していきます。より実効性の高い計画とするため、

施設に関する様々な実態データを継続的に収集・整理し、最新の情報に基づく具体的な検

討を行うことが重要です。 

また、本市では、今後『八代市立学校再編等基本計画（仮称）』を策定する予定です。こ

の計画との整合、市総合管理計画等の見直し、フォローアップの状況、社会経済情勢の変

化などを踏まえ、必要に応じて本計画の見直しを行っていくこととします。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

八代市学校施設等整備保全計画（資料編） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  資料編   

資-1 

◆  資料編                                   
 

 資料１ 学校施設等一覧 



  資料編   

資-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 小中学校施設のトイレの洋便器率 

 
令和５年９月１日現在 

 

資料３ 学校施設等の運営状況 



  資料編   

資-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料４-1 構造躯体の健全性の把握 

学校施設の長寿命化計画の見直しに向けたコスト試算等に係る解説書 （令和５年３月）より 

 



  資料編   

資-4 

 

 

  目視による評価 【屋根・屋上、外壁】 

 

評価 基準 

Ａ 概ね良好 

Ｂ 部分的に劣化（安全上、機能上、問題なし） 

Ｃ 広範囲に劣化（安全上、機能上、不具合発生の兆し） 

Ｄ 

早急に対応する必要がある 

（安全性、機能上、問題あり） 

（躯体の耐久性に影響を与えている） 

（設備が故障し施設運営に支障を与えている）等 

  

 

 

  部位の全面的な改修年からの経過年数による評価 【内部仕上、電気設備、機械設備】 

 

評価 基準 

Ａ 20 年未満 

Ｂ 20～40 年未満 

Ｃ 40 年以上 

Ｄ 
経過年数に関わらず 

著しい劣化事象がある場合 

資料４-２ 躯体以外の劣化状況の評価基準 

良好 

劣化 

良好 

劣化 

学校施設の長寿命化計画の見直しに向けたコスト試算等に係る解説書 （令和５年３月）より 

 （令和５年３月）より 

 



  資料編   

資-5 

 

 

 

 

資料４-３ 躯体以外の劣化状況の評価基準（屋根・屋上） 

学校施設の長寿命化計画の見直しに向けたコスト試算等に係る解説書 （令和５年３月）より 

 



  資料編   

資-6 

 

 

 

 

資料４-４ 躯体以外の劣化状況の評価基準（外壁） 

学校施設の長寿命化計画の見直しに向けたコスト試算等に係る解説書 （令和５年３月）より 

 



  資料編   

資-7 

 

 

 

 

資料４-５ 躯体以外の劣化状況の評価基準（内部仕上、電気設備、機械設備） 

学校施設の長寿命化計画の見直しに向けたコスト試算等に係る解説書 （令和５年３月）より 

 



  資料編   

資-8 

 

 

 

 

 

 

資料５ 改修等の整備水準 



  資料編   

資-9 

 

 

 

・八代市総合計画 

 （第二次：平成 30 年 3 月策定 https://www.city.yatsushiro.lg.jp/kiji0038757/index.html）  

・八代市公共施設等総合管理計画 

（令和 4年 3月一部改定 https://www.city.yatsushiro.lg.jp/kiji00317987/index.html） 

・八代市公共施設個別施設計画 

（令和 4年 3月策定 https://www.city.yatsushiro.lg.jp/kiji00317987/index.html） 

・八代市行財政改革大綱 

（令和 4年 2月一部見直し https://www.city.yatsushiro.lg.jp/kiji00323492/index.html） 

・八代市教育振興基本計画 

  （第3期：令和4年3月策定 https://www.city.yatsushiro.lg.jp/kiji00317259/index.html）  

・八代市教育大綱 

  （第3期：令和4年3月策定 https://www.city.yatsushiro.lg.jp/kiji00317262/index.html）  

・八代市立学校規模適正化基本方針 

（平成 23年 1月策定） 

・八代市立学校規模適正化基本計画 

（平成 23年 10 月策定） 

・八代市立幼稚園再編基本計画 

（令和 6年 8月策定 https://www.city.yatsushiro.lg.jp/kiji00322667/index.html） 

・八代市学校給食施設あり方検討会 提言書 

 （平成 29 年 3 月提言） 

・八代市学校給食施設再編整備方針 

（令和 4年 2月策定） 

・八代市学校給食施設基本計画    

 （令和 5年 3月策定 https://www.city.yatsushiro.lg.jp/kiji00319731/index.html）  

・ゼロカーボンシティ宣言 

 （令和 4年 2月表明 https://www.city.yatsushiro.lg.jp/kiji00316996/index.html） 

・ゼロカーボンやつしろ推進計画 

 （令和 5年 11 月策定 https://www.city.yatsushiro.lg.jp/kiji00321064/index.html） 

 

 

資料６ 関連する計画等 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

八代市学校施設等整備保全計画 
 

発行／八代市教育委員会 

〒866-8601 熊本県八代市松江城町 1-25 
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